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１ 財政計画の意義 

 

 日本経済は、消費税増税に伴う駆け込みの反動減による落ち込みから持ち直しつ

つあるが、個人消費の回復の鈍さが続いています。アジア新興国の景気に底打ちの

兆しがみられるほか、米国でも堅調な景気回復も続くとみられ、今後、緩やかな回

復軌道に復帰するとみられます。また、国による緊急経済対策により、雇用・所得

環境が改善し、さらなる好循環が見込まれます。 

 しかしながら、本町の財政状況に目を向けると、歳入の根幹である町税が減収見

込みであり、地方交付税などを含めた一般財源総額でも減少見込であります。また、

社会保障経費などの義務的経費の増加や、いまだ十分とは言えない財政調整基金残

高により、基金繰入での対応が困難な厳しい財政状況が続いています。 

 町政運営にあたり、総合計画の基本目標に沿った基本施策、町長政策提言の３つ

の挑戦と１０の戦略の着実な実現に向けて、弾力的な財政状況を背景とした健全な

財政運営が不可欠である。 

 これらのことから、将来的に持続可能な財政基盤を確立するために中長期的な視

点に立った財政計画を策定する。 

 

２ 財政計画の目的 

 

 財政計画は、実態を踏まえた投資的経費の計上等により、中期的な財政収支を推

計することで、健全な財政運営を堅持し、限られた財源の有効的な運用を図るもの

とする。 

 （１）総合計画の実施計画に掲げられる事業を実施するための財源的な裏付けと

する。 

 （２）財政調整基金を、総合計画の目標額まで積み立てるための方策とする。 

 

３ 会計について 

 

 財政計画策定の会計単位は、一般会計とする。 

 

４ 計画の見直し 

 

 最新の制度や社会情勢の変化等を踏まえて修正し、当該年度以降の５年間の計画

を策定し、毎年度、見直しをする。 

 



中期財政計画（総合計画実施計画ベース）

（単位：百万円、％）

計画額 伸率 計画額 伸率 計画額 伸率 計画額 伸率 計画額 伸率

3,797 ▲ 2.2 3,804 0.2 3,807 0.1 3,791 ▲ 0.4 3,800 0.2

197 74.3 197 0.0 200 1.5 200 0.0 201 0.5

1,063 ▲ 43.0 971 ▲ 8.7 946 ▲ 2.6 914 ▲ 3.4 909 ▲ 0.5

5,057 ▲ 13.7 4,972 ▲ 1.7 4,953 ▲ 0.4 4,905 ▲ 1.0 4,910 0.1

310 24.5 302 ▲ 2.6 299 ▲ 1.0 299 0.0 299 0.0

1,531 12.8 1,491 ▲ 2.6 1,247 ▲ 16.4 1,200 ▲ 3.8 1,200 0.0

498 ▲ 5.7 493 ▲ 1.0 428 ▲ 13.2 400 ▲ 6.5 400 0.0

780 12.1 737 ▲ 5.5 778 5.6 837 7.6 837 0.0

794 ▲ 4.0 1,145 44.2 852 ▲ 25.6 767 ▲ 10.0 767 0.0

3,913 7.0 4,168 6.5 3,604 ▲ 13.5 3,503 ▲ 2.8 3,503 0.0

8,970 ▲ 5.7 9,140 1.9 8,557 ▲ 6.4 8,408 ▲ 1.7 8,413 0.1

計画額 伸率 計画額 伸率 計画額 伸率 計画額 伸率 計画額 伸率

人件費 1,819 ▲ 0.1 1,817 ▲ 0.1 1,816 ▲ 0.1 1,814 ▲ 0.1 1,812 ▲ 0.1

扶助費 768 ▲ 4.5 720 ▲ 6.3 686 ▲ 4.7 653 ▲ 4.8 619 ▲ 5.2

公債費 905 ▲ 1.4 904 ▲ 0.1 948 4.9 967 2.0 988 2.2

物件費 1,419 ▲ 6.6 1,430 0.8 1,463 2.3 1,495 2.2 1,528 2.2

維持補修費 61 ▲ 12.9 104 70.5 109 4.8 115 5.5 120 4.3

補助費等 1,188 2.0 1,123 ▲ 5.5 1,102 ▲ 1.9 1,080 ▲ 2.0 1,058 ▲ 2.0

小計 6,160 ▲ 2.2 6,098 ▲ 1.0 6,124 0.4 6,124 0.0 6,125 0.0

繰出金 674 10.0 656 ▲ 2.7 671 2.3 687 2.4 703 2.3

その他支出 223 ▲ 37.9 209 ▲ 6.3 201 ▲ 3.8 193 ▲ 4.0 187 ▲ 3.1

小計 897 ▲ 7.7 865 ▲ 3.6 872 0.8 880 0.9 890 1.1

普通建設事業費 1,878 ▲ 11.7 2,087 11.1 1,504 ▲ 27.9 1,353 ▲ 10.0 1,353 0.0

災害復旧費 15 ▲ 16.7 15 0.0 15 0.0 15 0.0 15 0.0

小計 1,893 ▲ 11.7 2,102 11.0 1,519 ▲ 27.7 1,368 ▲ 9.9 1,368 0.0

8,950 ▲ 4.9 9,065 1.3 8,515 ▲ 6.1 8,372 ▲ 1.7 8,383 0.1

※平成２６年度末における財政調整基金残高見込み　 339 百万円

年度末財政調整基金残高 339 354 369 384 399

財政調整基金取崩額 0 0 0 0 0

財政調整基金積立額 0 15 15 15 15

42 36 30

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３1年度

その他
経費

投資的
経費

歳出合計

財源不足額（歳入―歳出） 20 75

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３1年度

経
常
的
経
費

義
務
的

経
費

町債

小計

歳入合計

経費区分 性質別区分
平成２７年度

自
主
財
源

町税

使用料・手数料

その他収入

小計

依
存
財
源

地方交付税

国庫支出金

県支出金

譲与税・交付金

区分
平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３1年度
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財政調整基金残高、町債残高の推移

（単位：百万円）

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

財政調整基金残高 291 149 179 264 339

町債（一般会計）
年度末現在高 8,043 8,049 8,167 8,340 8,349

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

財政調整基金残高 339 354 369 384 399

町債（一般会計）
年度末現在高 8,335 8,666 8,659 8,547 8,413
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健全化判断比率等

（単位：％）

平成２４年度
決算

平成２５年度
決算

平成２６年度
見込み

平成２７年度
見込み

早期健全化基準
（平成25年度）

①実質赤字比率 ― ― ― ― 14.85

②連結赤字比率 ― ― ― ― 19.85

③実質公債費比率 12.6 11.5 11.0 11.0 25.00

④将来負担比率 111.8 101.7 110.0 111.1 350.00

　※ ①・②とも黒字で、赤字比率は算定されないため、「―」表示になります。

①実質赤字比率

　標準財政規模に対する実質赤字額の割合です。

②連結実質赤字比率

　標準財政規模に対する、全会計を対象とした実質赤字額合計の割合です。

③実質公債費比率

　標準財政規模等に対する実質的な公債費（町の借金の返済金）相当額の割合。通常、前３年度

　の平均値を使用します。

④将来負担比率

　標準財政規模等に対する一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の割合。

　一般会計等が背負っている借金が、一般会計等の標準的な年間収入の何年分かがわかります。
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過去５年間の決算額の推移及び見込

（単位：百万円、％）

決算額 伸率 決算額 伸率 決算額 伸率 決算額 伸率 見込額 伸率

4,029 ▲ 9.8 3,936 ▲ 2.3 3,927 ▲ 0.2 3,996 1.8 3,882 ▲ 2.9

272 ▲ 2.5 261 ▲ 4.0 272 4.2 190 ▲ 30.1 113 ▲ 40.5

2,609 68.1 1,822 ▲ 30.2 1,526 ▲ 16.2 1,491 ▲ 2.3 1,864 25.0

6,910 9.7 6,019 ▲ 12.9 5,725 ▲ 4.9 5,677 ▲ 0.8 5,859 3.2

557 731.3 371 ▲ 33.4 359 ▲ 3.2 371 3.3 249 ▲ 32.9

1,715 131.8 2,112 23.1 968 ▲ 54.2 1,235 27.6 1,357 9.9

536 75.7 460 ▲ 14.2 423 ▲ 8.0 965 128.1 528 ▲ 45.3

700 ▲ 14.9 670 ▲ 4.3 631 ▲ 5.8 639 1.3 696 8.9

1,606 398.8 788 ▲ 50.9 861 9.3 946 9.9 827 ▲ 12.6

5,114 126.6 4,401 ▲ 13.9 3,242 ▲ 26.3 4,156 28.2 3,657 ▲ 12.0

12,024 40.5 10,420 ▲ 13.3 8,967 ▲ 13.9 9,833 9.7 9,516 ▲ 3.2

決算額 伸率 決算額 伸率 決算額 伸率 決算額 伸率 見込額 伸率

人件費 1,779 ▲ 11.4 1,765 ▲ 0.8 1,759 ▲ 0.3 1,827 3.9 1,821 ▲ 0.3

扶助費 979 64.0 837 ▲ 14.5 827 ▲ 1.2 808 ▲ 2.3 804 ▲ 0.5

公債費 963 ▲ 25.9 906 ▲ 5.9 862 ▲ 4.9 883 2.4 918 4.0

物件費 1,196 8.2 1,285 7.4 1,237 ▲ 3.7 1,257 1.6 1,519 20.8

維持補修費 60 33.3 85 41.7 108 27.1 155 43.5 70 ▲ 54.8

補助費等 1,294 6.3 1,231 ▲ 4.9 1,172 ▲ 4.8 1,143 ▲ 2.5 1,165 1.9

小計 6,271 0.0 6,109 ▲ 2.6 5,965 ▲ 2.4 6,073 1.8 6,297 3.7

繰出金 561 5.3 569 1.4 607 6.7 610 0.5 613 0.5

その他支出 727 138.4 252 ▲ 65.3 408 61.9 727 78.2 359 ▲ 50.6

小計 1,288 53.7 821 ▲ 36.3 1,015 23.6 1,337 31.7 972 ▲ 27.3

普通建設事業費 2,967 159.1 1,684 ▲ 43.2 1,395 ▲ 17.2 1,916 37.3 2,126 11.0

災害復旧費 1,160 2,174.5 1,497 29.1 385 ▲ 74.3 59 ▲ 84.7 18 ▲ 69.5

小計 4,127 245.1 3,181 ▲ 22.9 1,780 ▲ 44.0 1,975 11.0 2,144 8.6

11,686 40.7 10,111 ▲ 13.5 8,760 ▲ 13.4 9,385 7.1 9,413 0.3

区分
平成２２度 平成２３度 平成２４度 平成２５度 平成２６度

自
主
財
源

町税

使用料・手数料

その他収入

小計

依
存
財
源

地方交付税

国庫支出金

県支出金

譲与税・交付金

町債

小計

歳入合計

経費区分 性質別区分
平成２２度 平成２３度 平成２４度 平成２５度 平成２６度

経
常
的
経
費

義
務
的

経
費

その他
経費

投資的
経費

歳出合計

平成２２度 平成２３度 平成２４度 平成２５度 平成２６度

財政調整基金積立額 175 0 75 100 75

財政調整基金取崩額 110 142 45 15

年度末財政調整基金残高 291 149 179 264 339
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推計方法 

 

【歳入】 

○町税 

 個人町民税については、平成２４年度決算額、平成２５年度決算額、平成２６年度決算見込額と平

成２７年度予算額の伸び率、及び内閣府試算（H26.7）による名目経済成長率（経済再生ケース）を

基に推計。 

 法人町民税については、平成２７年度当初予算額を基に、内閣府試算（H26.7）による名目経済成

長率（経済再生ケース）を乗じて推計。 

 固定資産税については、平成２５年度決算額と平成２６年度決算見込額の伸び率、平成２６年度決

算見込額と平成２７年度予算額の伸び率及び平成３０年度に評価替えによる減収要因を勘案して推

計。 

 軽自動車税については、平成２４年度決算額、平成２５年度決算額、平成２６年度決算見込額と平

成２７年度予算額の伸び率を勘案して推計。 

 町たばこ税については、税制改正後の、平成２５年度決算額と平成２６年度決算見込額の伸び率、

平成２６年度決算見込額と平成２７年度予算額の伸び率を勘案して推計。 

 入湯税については、平成２７年度当初予算額と同額として推計。 

 

○使用料及び手数料 

 使用料については、平成２９年度は消費税率の引き上げによる使用料の改定を見込３％増で、その

他は０．５％増を見込んでの推計。 

 手数料については、平成２７年度当初予算額と同額として推計。 

 

○その他収入 

 平成２７年度当初予算額を基本として、特殊要因を減額し、同額で推移していくものとして推計。 

 

○地方交付税 

 普通交付税については、平成２８年度以降、町税の増収分の平均値の０．０２％減を見込む。 

 特別交付税については、現行の割合（６％）から平成２８年度に５％、平成２９年度以降は４％へ

と段階的に引き下げされることを加味して推計。 

 

○国庫支出金、県支出金、町債 

 平成２８、２９年度においては、総合計画実施計画における特定財源の積み上げによる。平成３０

年度以降については、平成２９年度計画額を基本に、過去の実績等に基づき推計。 

 臨時財政対策債は、平成２７年度当初予算を基に、平成２８年度以降、町税の増収分の平均値の０．

０２％減を見込む。 

 

○譲与税、交付金 

 平成２７年度当初予算額を基に、消費税率の引き上げ等の税制改正を加味して推計。 
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【歳出】 

○人件費 

 平成２７年度当初予算の給与費明細書２０１人を基に、毎年度、微減していくと推計 

 

○扶助費 

 平成２２年度決算額から平成２７年度当初予算額までの増減から、平成２８年度以降について、最

小二乗法により推計。 

 

○公債費 

 平成２６年度決算見込に基づく償還計画に、新規発行債については、１５年償還、１年据置、借入

利率１．０％、元金均等半年賦で計算し推計。 

 

○物件費、維持補修費 

 平成１６年度決算額から平成２７年度当初予算額までの増減から、平成２８年度以降について、最

小二乗法により推計。 

 

○補助費等、繰出金 

 平成２２年度決算額から平成２７年度当初予算額までの増減から、平成２８年度以降について、最

小二乗法により推計。 

 

○その他支出 

 平成２７年度当初予算額を基本に、財政調整基金積立金、勤労者住宅建設資金貸付預託金について、

今後の見込み基づき推計。 

 

○普通建設事業費 

 平成２８、２９年度においては、総合計画実施計画における事業費の積み上げ値の、概ね７割に圧

縮し推計。平成３０年度以降については、平成２９年度計画額を基本に、過去の実績等に基づき推計。 

 

○災害復旧費 

 大きな災害がないものとして推計。 
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